
 那覇市立松川小学校いじめ防止基本方針 

平成 30年 3 月 

 

「いじめ防止対策推進法（平成 25年法律第 71号）」をもとに，文部科学省及び那覇市の基本方針

を受け，学校及び学校教職員の責務（第８条）から，「いじめ」は絶対に許されない行為として，

「松川小学校いじめ防止基本方針」を策定する。 

これにより，当校に在籍する児童の保護者・地域・関係機関と連携し，学校全体で「いじめ」

の防止・早期発見に取り組み，在籍する児童が「いじめを受けている」と思われるときは，児童

の尊厳を保持するために迅速かつ適切に対処するものとする。 

 

１．本校の基本方針 

（１）基本理念 

「いじめは，どの学校にも，どのクラスにも，どの子にも起こり得る」という認識に立ち，全

ての教職員が高い人権意識を持つことが重要である。いじめを未然に防ぎ，いじめが発生した

場合は積極的・組織的に対応し，早期発見に向けて家庭・地域・関係機関と連携し，情報を共

有しながら指導にあたるものとする。また，いじめ防止の取組は学校全ての教職員が組織的か

つ継続的に徹底して取り組む。 

 

①いじめを許さない，見過ごさない雰囲気づくりに努める。  

②児童一人一人の自己有用感を高め，自尊感情を育む教育活動を推進する。  

③いじめの早期発見のために，様々な手段を講じる。  

④いじめの早期解決のために，当該児童の安全を保証するとともに，学校内だけでなく各種

団体や専門家と協力をして，解決にあたる。  

⑤学校と家庭が協力して，事後指導にあたる。 

 

（２）いじめの定義 

いじめとは，児童等に対して，当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一

定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネット

を通じて行われるものを含む。）であって，当該行為の対象とまった児童等が心身の苦痛を感

じているものをいう。 

【「いじめの防止等のための基本的な方針」平成 29 年 3月 14 日改訂より抜粋】 

 

（３）いじめの構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重松敬一（奈良教育大学） 
「いじめ問題解決への教育的支援」より引用 



いじめは，虐めを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し，その心身の健全な成長及

び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず，その生命又は身体に重大な危険を生じさせる

恐れがある。児童は学校の内外を問わず，決していじめを行ってはならない。また，いじめを

見逃してはならない。 

 

２．いじめの防止等の指導体制・組織的な対応 

（１）日常的な指導体制 

  ①生徒指導部会 

   ・必要に応じて，各学年の生徒指導部員で，気になる児童・問題行動等についての情報交換，

及び対応についての話し合いを行う。 

  ②児童支援委員会 

   ・月に一回，校長・教頭・教務・生徒指導主任・特別支援教育コーディネーター・特別支援

学級担任・教育相談担当・教育相談支援員・養護教諭・ＳＳＷで，気になる児童・問題に

ついての情報交換，及び対応についての話し合いを行う。 

  ③職員会議 

   ・月に一回，全職員で，気になる児童・問題についての情報，及び対応についての確認を行

う。 

  ④いじめ防止対策委員会 

   ・いじめの事実が確認された場合，校長・教頭・教務・生徒指導主任・生徒指導部員・特

別支援教育コーディネーター・特別支援学級担任・教育相談担当・教育相談支援員・養

護教諭・図書館司書で状況の確認，対応を協議する。 

 

（２）未然防止 

①学級経営の充実 

・「心のアンケート」を実施し，結果を生かして，児童の実態を十分に把握し，よりよい

学級経営に努める。 

・わかる・できる授業の実践に努め，児童一人一人が成就感や充実感をもてる授業の実践

に努める。 

・学級活動を充実させ，自己有用感の向上を図る取組をする。 

②人権教育の充実 

・いじめは，相手の「基本的人権を脅かす行為であり，人間として決して許されるもので

はない」ことを，毎月の人権放送と通して児童に理解させる。 

・子どもたちが人を思いやることができるよう，人権教育の基盤である生命尊重の精神や

人権感覚を育むとともに，人権意識の高揚を図る。 

③道徳教育の充実 

・道徳の授業により，未発達な考え方や道徳的判断力の低さから起こる「いじめ」を未然

に防止する。 

・「いじめをしない」「いじめを許さない」という人間性豊かな心を育てる。 

・児童の実態に合わせて，内容を十分に検討した題材や資料等を取り扱った道徳の授業を

実施する。 

・児童の心根が揺さぶられる教材や資料に出会わせ，人としての「気高さ」や「心づか

い」「やさしさ」等に触れることによって，自分自身の生活や行動を   省み，いじめ

を抑止する。 

④コミュニケーション活動を重視した特別活動の充実 

・日々の授業をはじめとする学校生活のあらゆる場面において，他者と関わる機会や社会

体験を取り入れる。 

・児童が，他者の痛みや感情を共感的に受容するための想像力や感受性を身につけ，対等



で豊かな人間関係を築くための具体的なプログラムを教育活動に取り入れる。 

⑤保護者や地域の方への働きかけ 

・授業参観や保護者研修会の開催，ＨＰ，学校・学年だより等による広報活動により，い

じめ防止対策や対応についての啓発を行う。 

・ＰＴＡの各種会議や保護者会等において，いじめの実態や指導方針などの情報を提供

し，意見交換する場を設ける。 

 

（３）早期発見 

①日々の観察 

・朝の健康観察での声，表情に目を配る。 

・休み時間や昼休み，放課後の雑談などの機会に，子供たちの様子に目を配る。 

②教育相談の実施 

・教職員と子どもたちの信頼関係を形成する。 

・日常生活の中での教職員の声かけ等，子どもが日頃から気軽に相談できる環境をつく

る。 

・定期的な教育相談期間を設けて，全児童を対象とした教育相談を実施する。 

③心のアンケート分析・活用 

・アンケートは発見の手立ての一つであると認識した上で，毎月１回実施する。 

・実態の早期発見に努める。 

④学問のすすめノートの活用 

・学問のすすめノートの活用によって，担任と子ども・保護者が日頃から連絡を取れるよ

うにし，信頼関係を構築する。 

・気になる内容については，教育相談や家庭訪問等を実施し，迅速に対応する。 

 

（４）早期対応 

  ①正確な実態把握 

・当事者双方や周りの子どもからの聴き取りを行い，情報収集と記録，いじめの事実確認

等に努める。 

・関係教職員と情報を共有し，事案について正確に把握する。 

・一つの事象にとらわれず，いじめの全体像を把握するよう心がける。 

②指導体制，方針決定 

・教職員全員で共通理解を図り，指導のねらいを明確にする。 

・問題を把握したら一人で抱え込まず，指導体制を整え，対応する教職員の役割分担を明

確にして組織で対応する。 

・教育委員会，関係機関との連絡調整を密に行う。（「報告・連絡・相談」の徹底） 

③子どもへの指導・支援 

・いじめられた子どもの保護に努め，心配や不安を取り除く。 

・いじめた子どもに対して，相手の苦しみや痛みに思いを寄せる指導を十分に行うととも

に，「いじめは決して許される行為ではない」という人権意識を持たせる。 

④保護者との連携 

・いじめ事案解消のための具体的な対策について丁寧に説明する。 

・保護者の協力を求め，学校との指導連携について十分協議する。 

⑤いじめ発生後の対応 

・継続的に指導・支援を行う。 

・教育相談支援員を活用し，子どもの心のケアに努める。 

・心の教育・命の教育の充実を図り，誰もが大切にされる学級経営を行う。 

 



（５）ネット上でのいじめへの対応 

①啓発・研修 

・携帯電話，スマートフォン，インターネットを使用する場合のルールやモラルについて

の啓発や研修を行い，ネットいじめの予防を図る。 

・家庭での使用上のルールづくりを推進する。 

②早期発見・早期対応 

・保護者と緊密に連携・協力し，双方で指導に努める。 

・平素より情報を得るよう心がけるとともに，相談しやすい体制の充実を図る。 

③関係機関との連携 

・ネットいじめが発見された場合については，保護者の協力のもと，関係機関との連携を

図り，速やかな解決に努める。 

（６）いじめ発生時の組織的対応マニュアル 

  ①いじめに関する相談を受けた場合，速やかに管理職に報告し，事実の有無を確認する。 

  ②いじめの事実が確認された場合は，いじめ防止対策委員会を開き，対応を協議する。 

③いじめをやめさせ，その再発を防止するため，いじめを受けた児童・保護者に対する支援

と，いじめを行った児童への指導とその保護者への助言を継続的に行う。 

  ④いじめを受けた児童が安心して教育を受けられるために必要があると認められるとき， 

保護者と連携を図りながら，一定期間，別室等において学習を行う等の措置を講ずる。 

  ⑤事実に係る情報を関係保護者と共有するための必要な措置を講ずる。 

  ⑥犯罪行為として取り扱うべきいじめについては，教育委員会及び警察署等と連携して対処す

る。 

 

３．重大事態への対応 

（１）重大事態等とは 

ア いじめにより児童等の生命，心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認められ

る場合 

イ いじめにより児童が相当の期間学校を欠席する（年間 30 日を目安とし，一定期間連続し

て欠席している場合も含む）ことを余儀なくされている疑いがあると認められる場合 

ウ 児童や保護者から「いじめられて重大事態に至った」という申立てがあった場合 

（「いじめ防止対策推進法」より） 

（２）重大事態の発生と対応 

①重大事態が発生した旨を，市教育委員会に速やかに報告する。 

  ②いじめ防止対策委員会を中心として，事実関係を明確にするための調査を実施するととも

に，関係諸機関との連携を適切にとる。 

③上記調査結果については，いじめを受けた児童・保護者に対し，事実関係その他の必要な

情報を適切に提供する。 

 

（３）PTA 及び関係機関等との連携について 

①重大事態が発生した旨を，市教育委員会に速やかに報告し，対処について協議する。 

②犯罪行為として取り扱うべきいじめについては，教育委員会及び警察署等と連携して対処

する。 

  ③いじめを受けた児童が安心して教育を受けられるために必要があると認められるときは，

保護者と連携を図りながら，児童相談所と連携して対処する。 

④各関係機関との「報告・連絡・相談」を徹底する。 

 
４ いじめアンケート実施要項 
 無記名アンケート実施について 

〈正確な状況把握に向けて〉 



 その集団のいじめの状況や今後どの程度起こりそうかを知るために、より正確な回答が得られや

すいという点では 

「無記名アンケート」が有効です。この場合、誰がいじめの被害者か加害者かを知ることが目的で

はなく、現在いじめがどの程度起きているのか、これから起こりそうなのかを把握し、その結果に

基づいて、起きているいじめに対応すると共に、いじめが起きにくくなるような取組を意図的・計

画的に行うこと、また、取組の成果を評価し改善するためにも役立ちます。「無記名アンケート」の

強みは、安心して意思表示できることにあります。いじめがどの程度起きているのかが把握できた

ら、その数字を真摯に受け止め、いじめはどの子にも起こり得るものと捉えて、児童・生徒全員を

対象にした対策を講じる必要があります。 

【参考資料】生徒指導リーフ「いじめアンケート」より引用  平成 24年６月  

 

（１）実施日時 毎月第４火曜日 学級の日で実施 

（２）実施方法 低学年：①いじめアンケート（記名式） 

            ②人権目標についてのアンケート 

        高学年：①いじめアンケート（無記名式） 

            ②人権目標についてのアンケート 

 

（３）アンケート実施の手順（無記名式）※記名式は今まで同様に行う。 

  ①児童間にスペースを十分にとり、アンケートを行う上での注意事項を確認する。（後述（４）

参照） 

  ②アンケートの表紙を読み上げ、アンケートに向かう雰囲気を作る。 

  ③無記名であることを確認し、記入を始めさせる。 

  ④記入が終わったら伏せて待たせる。 

   ※記入が終わっても、読書や他のことはさせずに静かに待たせる。 

  ⑤全員が回答し終わったら、担任が意図的（番号順や座席順）に回収する。 

 

（４）注意事項 

  ①アンケート実施の際は、児童一人一人の間にスペースを十分にとる。 

  ②回答中はよそ見をしない、私語はしないことを確認する。 

  ③記入が終わったら必ず伏せて待つように指示する。 

   

（５）アンケート後の入力について 

  アンケートの処理及び分析・活用については以下の流れで行う。 

  第 4週目（月末）：アンケート実施 

  第 1週目   ：学年で集計・分析し共通理解 

  第２週目   ：生徒指導部会で共通理解 

  第３週目   ：必要に応じてケース会議 

  第４週目   ：職員会議で共通理解 

 


